
11
無断複製・転載等禁止

泊発電所の基準津波について

平成２５年８月１４日
北海道電力株式会社北海道電力株式会社



22
目 次

１．評価方針

２．地震による津波

２ １ 文献調査結果２－１ 文献調査結果

２－２ 既往津波の再現性検討

２－３ 海域活断層に想定される地震に伴う津波の検討

２－４ 日本海東縁部に想定される地震に伴う津波の検討

３．地震以外の津波

３ １ 火山による山体崩壊に伴う津波３－１ 火山による山体崩壊に伴う津波

３－２ 海底地すべりに伴う津波

３－３ 陸上の斜面崩壊に伴う津波

４．基準津波の策定

４－１ 基準津波の策定

４ ２ 超過確率の参照４－２ 超過確率の参照

５．二次的な影響に対する評価



33
１．評価方針

○施設の供用期間中に極めてまれではあるが、発生する可能性のある津波を想
定する。

○地震以外(火山の山体崩壊、海底地すべり及び陸上の斜面崩壊)の津波を想
定する。

○上記の組合せを考慮したうえで、基準津波を策定する。
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２．地震による津波

○土木学会(2002)「原子力発電所の津波評価技術」に示され
る検討手順に基づき、以下のとおり敷地前面、取水口及び放る検討手順に基づき、以下のとおり敷地前面、取水口及び放
水口における水位変動を検討する。

①文献調査及び数値シミュレ ションによる既往津波の再現性検討(数値①文献調査及び数値シミュレーションによる既往津波の再現性検討(数値
シミュレーションの妥当性確認)

②海域活断層及び日本海東縁部に想定される地震に伴う津波の基準断層
モデル(波源モデル)の設定と数値シミ レ シ ンによる検討モデル(波源モデル)の設定と数値シミュレーションによる検討
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２．地震による津波

評価フロー
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２－１ 文献調査結果

○敷地周辺の既往津波の発生状況及び痕跡
高について文献調査を行い、敷地に影響を
及ぼしたと考えられる既往津波を選定及ぼしたと考えられる既往津波を選定。

○北海道西岸に大きな影響を与えたと考えられ
る津波は以下のとおり。

1741年(渡島西岸)津波1741年(渡島西岸)津波

1792年(後志)地震津波

1940年積丹半島沖地震津波

1983年日本海中部地震津波1983年日本海中部地震津波

1993年北海道南西沖地震津波

○敷地付近で津波高が記録されている津波の
うち 最大のものは 1993年北海道南西沖うち、最大のものは、1993年北海道南西沖
地震津波である。

○その津波高（痕跡高）は泊村及び岩内町にお
いて それぞれ 3 04m及び3 56mであるいて、それぞれ、3.04m及び3.56mである。

[羽鳥(1995)]
日本海で発生した地震と津波波源域
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【 】

２－１ 文献調査結果

【既往津波高の記録 -敷地周辺- 】
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行政機関による津波評価

２－１ 文献調査結果

＜北海道(2010)＞

行政機関による津波評価

○津波対策の基礎資料としての活用を目
的として、津波の数値シミュレーションを
実施。

査 推進○波源モデルは、地震調査研究推進本
部(2003)の想定震源域を踏まえて、
既往津波の代表的モデル等を想定。

○敷地周辺における想定が最大の波源○敷地周辺における想定が最大の波源
は、1993年北海道南西沖地震津波の
痕跡高を説明できる高橋ほか(1995)
によるDCRC-26モデルである。

北海道(2010)より
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行政機関による津波評価

２－１ 文献調査結果
行政機関による津波評価

北海道(2013)＞＜北海道(2013)＞

○東北地方太平洋沖地震の発生を踏まえて
北海道沿岸における津波想定の点検・見直北海道沿岸における津波想定の点検 見直
しを行うため、日本海沿岸南部から津波堆
積物調査を実施している。

○調査は、奥尻島等223地点で行っており、
敷地 辺 岩内 に 実施敷地周辺の岩内平野においても実施されて
いるが、明瞭な津波堆積物のデータは得ら
れていない。

○津波堆積物調査の結果を踏まえても 北海○津波堆積物調査の結果を踏まえても、北海
道(2010)による津波の数値シミュレーショ
ン結果の見直しに繋がる津波堆積物データ
は得られていないとされている。

北海道(2013)より
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行政機関による津波評価

２－１ 文献調査結果
行政機関による津波評価

北海道(2013)＞＜北海道(2013)＞

○奥尻島では、1741年(渡島西岸)津波
の津波堆積物 12～16世紀の津波堆の津波堆積物、12～16世紀の津波堆
積物、BC/AD～3世紀を含む5層のイ
ベント堆積物を確認している。

○また、その一部は松前半島でも確認さ
れている。

北海道(2013)より



1111

行政機関による津波評価

２－１ 文献調査結果

○岩内平野では 49地点で調査を行 ており

行政機関による津波評価

○岩内平野では、49地点で調査を行っており、
そのうち、25地点は地質条件や人工改変に
より存否を確認できていない。

○24地点で氾濫原の泥炭層、粘土層について○24地点で氾濫原の泥炭層、粘土層について
掘削調査を行っているが明瞭な痕跡は認めら
れていない。

北海道(2013)より
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既往津波の再現性検討

２－２ 既往津波の再現性検討

○既往津波に関する文献調査及び簡易予測

断層長さ
L

（km）

断層幅
W

（km）

すべり量
D

（m）

傾斜角
δ
（°）

走向
θ
（°）

すべり角
λ
（°）

上縁深さ
d

（km）

北側 90 25 5 71 35 188 80 10

既往津波の再現性検討

○既往津波に関する文献調査及び簡易予測
式による津波高の検討結果から、敷地にお
ける推定津波高が最も大きい1993年北海
道南西沖地震津波を数値シミュレーションの

断層上盤のすべりベクトル５ｍ

北側 90 25 5.71 35 188 80 10

中央 26 25 4.00 60 175 105 5

南側 30.5 15 12.00 60 150 105 5

泊発電所

道南西沖地震津波を数値シミュレ ションの
検証の対象として選定。

1993年北海道南西沖地震津波の断層モデル(DCRC-26)

鉛直変位分布、単位：ｍ
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計算手法及び計算条件

２－２ 既往津波の再現性検討

○計算は、後藤ほか(1982)に基づき非線形長波の連続式及び運動方程式を基礎方程
式とし、計算格子間隔を5kmから5mとした。

計算手法及び計算条件

式とし、計算格子間隔を5kmから5mとした。

領 域

項目 Ａ領域 Ｂ領域 Ｃ領域 Ｄ領域 Ｅ領域 Ｆ領域 Ｇ領域 Ｈ領域

計算領域 日本海全域（南北約1 500km 東西約1 200km）計算領域 日本海全域（南北約1,500km，東西約1,200km）

計算格子間隔Δs 5 km 2.5 km
833 m

(2500/3)

278 m

(2500/9)

93 m

(2500/27)

31 m

(2500/81)

10 m

(2500/243)

5 m

(2500/486)

計算時間間隔Δt 0.1秒（計算安定条件より設定）計算時間間隔Δt 0.1秒（計算安定条件より設定）

基礎方程式 線形長波 非線形長波

沖合境界条件 自由透過 外側の大格子領域と，水位・流量を接続

陸側境界条件 完全反射
小谷ほか(1998)の

遡上境界条件

初期条件
地震断層モデルを用いてMansinha and Smylie(1971)の方法により計算される海底地殻変位を初期水位として海

面上に与える。

海底摩擦
考慮

しない

マニングの粗度係数 ｎ＝0.03 m-1/3･s

(土木学会(2002))

水平渦動粘性
考慮

しない
係数 Ｋｈ＝1.0×105 cm2/s(土木学会(2002))

検証計算 T P ±0 0
計算潮位

検証計算：T.P.±0.0m

予測計算：M.S.L.＝T.P.＋0.21m

計算時間 地震発生後3時間
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海底地形のモデル化(1/4)

２－２ 既往津波の再現性検討
海底地形のモデル化(1/4)

資料の種類 発行者 図名
図番号

(海域番号)

縮尺

あるいは 刊行年 作成したデータの範囲
(海域番号)

メッシュサイズ

グリッド水深データ

(緯度経度座標)

GEBCO GEBCO_08
30秒メッシュ

(約900 m)
2010 A領域全体

M1406

(緯度経度座標)
日本水路協会 JTOPO30

M1407

M1506

M1507

30秒メッシュ

(約900 m)
2003 B領域全体

海底地形等深線
北海道北部 M7015

北海道西部 M7009
デジタルデータ

(緯度経度座標)

日本水路協会 2006 B、C、D、E領域
北海道西部 7009

秋田沖 M7010

津軽海峡東部 M7006

海 図 海上保安庁

北海道西岸南部諸

分図第２（古平漁
W39 1/7,000～1/10,000 2005 F領域の一部、岩内港について作成海 図 海上保安庁

港・岩内港・瀬棚

港・余市港）

W39 1/7,000 1/10,000 2005 F領域の 部、岩内港について作成

標高データ

国土地理院 50mメッシュ標高 50mメッシュ E～G領域の陸上

北海道電力 深浅測量成果、竣工図 2m、50～100mメッシュ
E, F, G, H領域の海域、H領域の敷地

内については、構造物竣工図標高デ タ 内については、構造物竣工図

北海道開発局 DEMデータ 1mメッシュ 2009年度に借用 Gの一部、H領域の海岸線付近
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海底地形のモデル化(2/4)

２－２ 既往津波の再現性検討
海底地形のモデル化(2/4)

○H領域(5m格子間隔)における海域については、深浅測量成果(2m、50～100m間隔の測量データ)を
基に作成。

域 作成 付○陸域については、国土地理院の50mメッシュ標高データをベースに作成したうえで、海岸線付近の低標
高部で1mメッシュDEMデータのある範囲は、このデータの値を採用した。

○敷地近傍の岩礁付近のモデル化については、海面下は深浅測量成果を採用し、陸上部については岩
礁の崩壊等の可能性を考慮して0 1mの水深に置き換えた礁の崩壊等の可能性を考慮して0.1mの水深に置き換えた。

岩礁位置図

岩礁部

0.1mの水深に置き換え

海面

岩礁部
(1mメッシュDEMデータ)

海面

岩礁部モデル化概要図

海面下
(深浅図データ)

海面下
(深浅図データ)
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海底地形のモデル化(3/4)

２－２ 既往津波の再現性検討
海底地形のモデル化(3/4)

Ｅ領域

Ｄ領域

Ｃ領域

Ｂ領域

Ａ領域 Ｃ領域 （水深，単位：ｍ）

計算領域と水深
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海底地形のモデル化(4/4)

２－２ 既往津波の再現性検討
海底地形のモデル化(4/4)

Ｈ領域

Ｇ領域

Ｈ領域 （水深，単位：ｍ）

Ｆ領域

Ｅ領域

Ｈ領域 （水深，単位：ｍ）

計算領域と水深
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再現性の評価

２－２ 既往津波の再現性検討

○再現性の評価の指標としては、相田(1977)による痕跡高と津波の数値シミュレーション

再現性の評価

再現性 評価 指標 し は、相田( ) よる痕跡高 津波 数値シ シ
により計算された津波高との比から求める幾何平均値K及びバラツキを表す幾何標準偏
差κを用いた。

○幾何平均値K及び幾何標準偏差κについては、土木学会(2002)による再現性の目安
が以下のように示されている。

n

KK   log1log

   
n

i
i

KK

K
n

K
















2/1
22

1

loglog1log

loglog

κ    

i
i

i
i

RK

KK
n







 

1
logloglogκ

i
i H ここでRiはi番目の地点の観測値(痕跡高)、Hiはi番目の地点の計算値

【幾何平均値K及び幾何標準偏差κの再現性の目安(土木学会(2002)による)】

0.95＜K＜1.05
κ＜1.45
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既往津波と計算津波高の比較(1993年北海道南西沖地震津波)

２－２ 既往津波の再現性検討
既往津波と計算津波高の比較(1993年北海道南西沖地震津波)

北海道西岸(n=151)

K=0.99、κ=1.37

再現性は良好であり、数値シミュレーションが妥
当 あ と 確認し当であることを確認した。
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２－３ 海域活断層に想定される地震に伴う津波の検討

活断層調査結果より，対象活断層調査結果より，対象

○発電所敷地前面において、後期更新世

活断層調 結果 ，対象
断層の位置と長さを設定

活断層の長さ

断層幅が上限に
達していない時

Ｌ＜26.0km1) Ｌ≧26.0km1)

断層幅が上限に
達している時

活断層調 結果 ，対象
断層の位置と長さを設定

活断層の長さ

断層幅が上限に
達していない時

Ｌ＜26.0km1) Ｌ≧26.0km1)

断層幅が上限に
達している時○発電所敷地前面において、後期更新世

以降の活動を考慮する断層のうち、敷地
に影響が大きいと考えられるものを検討
対象断層とする

武村（1998）（29）の関係により
断層幅Ｗを算定
　　　Ｌ/Ｗ＝1.5

断層幅の上限値に対応する断層長 武村（1998）（29）の関係により

達して な 時 達して る時

武村（1998）（29）の関係により
断層幅Ｗを算定
　　　Ｌ/Ｗ＝1.5

断層幅の上限値に対応する断層長 武村（1998）（29）の関係により

達して な 時 達して る時

武村（1998）の関係より

武村（1998）の関係より
断層幅Ｗを算定

Ｌ/Ｗ＝1.5

対象断層とする。
○阿部(1989)の簡易予測式により推定

津波高を算定し、数値シミュレーションを
実施する評価対象波源を抽出した

断層幅の上限値に対応する断層長
さＬｔおよびすべり量Ｄｔよりすべ
り量Ｄを算定2)

　　　Ｄ＝Ｄｔ×（Ｌ/Ｌｔ）

活断層の剛性率μにより地震モー
メントＭ を算定

武村（1998） の関係により
地震モーメントＭ０を算定
　　　logＭ０＝2.0 logＬ＋16.64
　　　Ｌ∝Ｄ，Ｗ＝const.

断層幅の上限値に対応する断層長
さＬｔおよびすべり量Ｄｔよりすべ
り量Ｄを算定2)

　　　Ｄ＝Ｄｔ×（Ｌ/Ｌｔ）

活断層の剛性率μにより地震モー
メントＭ を算定

武村（1998） の関係により
地震モーメントＭ０を算定
　　　logＭ０＝2.0 logＬ＋16.64
　　　Ｌ∝Ｄ，Ｗ＝const.

武村（1998）の関係より
地震モーメントＭ０を算定

logＭ０＝2.0 logＬ＋16.64
Ｌ∝Ｄ，Ｗ＝const.

実施する評価対象波源を抽出した。 メントＭ０を算定
　　　μ＝3.5×1010N/㎡
　　　Ｍ０＝μＤＬＷ

地震モーメントＭ０からモーメントマグニチュードＭＷを算定［Kanamori（1977）(27)］
　　　ＭＷ＝（logＭ０－9.1）/1.5

メントＭ０を算定
　　　μ＝3.5×1010N/㎡
　　　Ｍ０＝μＤＬＷ

地震モーメントＭ０からモーメントマグニチュードＭＷを算定［Kanamori（1977）(27)］
　　　ＭＷ＝（logＭ０－9.1）/1.5

地震モーメントＭ０からモーメントマグニチュードＭＷを算定[Kanamori（1977）]
ＭＷ＝（logＭ０－9.1）/1.5

Ｗ ０

阿部（1989）（31）の予測式（日本海側）により推定津波高Ｈｔを算定
logＨｔ＝ＭＷ－log Δ－5.35　　（Δ＞Δ0）
logＨｔ＝0.5ＭＷ－ 3.1         （Δ≦Δ0）

ここに，logΔ0＝0.5ＭＷ－2.25

Ｗ ０

阿部（1989）（31）の予測式（日本海側）により推定津波高Ｈｔを算定
logＨｔ＝ＭＷ－log Δ－5.35　　（Δ＞Δ0）
logＨｔ＝0.5ＭＷ－ 3.1         （Δ≦Δ0）

ここに，logΔ0＝0.5ＭＷ－2.25

阿部（1989）の予測式（日本海側）により推定津波高Ｈｔを算定
logＨｔ＝ ＭＷ － log Δ－5.35 （Δ＞Δ0）
logＨｔ＝ 0.5ＭＷ － 3.1 （Δ≦Δ0）

ここに，logΔ0 ＝0.5ＭＷ － 2.25

1）断層幅の上限Ｗｔは，地震発生層の厚さＨｅを15kmとし，傾斜角δを60°（30～
60°のうちＭＷが最大となる値）とした際には，Ｗｔ＝Ｈｅ/sinδ＝17.3kmとな
る。また，断層幅の上限に対応する断層長さＬｔは，Ｌｔ＝1.5Ｗｔ＝26.0kmとな
る。

2）断層幅の上限に対応するすべり量Ｄｔは，モーメントマグニチュードをＭＷｔ＝層幅 限 ｔ ， Ｗｔ

（logＬｔ＋3.77）/0.75＝6.91，地震モーメントをＭ０ｔ＝10^（1.5ＭＷｔ＋
9.1）＝2.95×1019Ｎｍ，剛性率をμ＝3.50×1010Ｎ/ｍ2とした際には，Ｄｔ＝Ｍ

０ｔ/（μＬｔＷｔ）＝1.87ｍとなる。

簡易予測式による推定津波高の算定フロー
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２－３ 海域活断層に想定される地震に伴う津波の検討

簡易予測式による推定津波高

名称
断層長さ

L(km)

幅

W (km)

すべり
量

D(m)

地震

ﾓｰﾒﾝﾄ

M０(N・m)

ﾓｰﾒﾝﾄ

ﾏｸﾞﾆﾁｭｰ
ﾄﾞ

MW

津波の

伝播距離

△(km)

推定

津波高

Ht(m)

岩内堆東撓曲 23.7 15.8 1.69 2.21×1019 6.8 34 0.9

寿都海底谷の断層 32 17.3 2.28 4.42×1019 7.0 44 1.1

神威海脚西側の断層 31.5 17.3 2.24 4.28×1019 7.0 48 1.0

ＦＢ－２断層 101 17.3 7.19 4.40×1020 7.7 85 2.6

推定津波高が最大となったＦ ２断層を対象とし推定津波高が最大となったＦＢ－２断層を対象とし、
数値シミュレーションを実施。

［活断層研究会(1991)に一部加筆］

海域活断層分布
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２－３ 海域活断層に想定される地震に伴う津波の検討

Ｆ －２断層

津波評価手法

○土木学会(2002)に基づき、基準断層モデルを設定

ＦＢ－２断層

○地質調査結果より 断層位置 断層長さ 走向 傾

基準断層モデル

し、不確かさを考慮した数値シミュレーションを実施。

○地質調査結果より、断層位置、断層長さ、走向、傾
斜方向を設定。

○地質調査結果に基づき、北断層48km及び南断層
48kmの矩形モデルを設定。矩形 設

断層パラメータ ＦＢー２断層 備考

［基準断層モデル諸元］

ﾓｰﾒﾝﾄﾏｸﾞﾆﾁｭｰﾄﾞ MW 7.67 武村(1998)に基づくスケーリング則により設定。

断層長さ L
96km

(48km×2)
地質調査結果により設定。

断層幅 W 21.21km 地震発生層の厚さ(15km)と傾斜角により設定。

凡 例

断層上盤のすべり方向

基準断層モデル図

すべり量 D 5.65m MW, L, Wにより設定。

断層面上縁深さ d 0km

走向 θ
北断層 204°
南断層 174°

地質調査結果により、西側傾斜の逆断層と設定。

傾斜角 δ 45° 日本海東縁部の傾斜角30～60°より設定。

すべり角 λ 90°
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パラメータスタディ(Ｆ －２断層)

２－３ 海域活断層に想定される地震に伴う津波の検討

①概略パラメータスタディとして、傾斜角とすべり角を組み合わせた9ケースの数値シミュレーショ
ンを実施し 敷地前面の水位上昇及び水位下降(１ ２号炉取水口 ３号炉取水口)に関して

パラメータスタディ(ＦＢ－２断層)

ンを実施し、敷地前面の水位上昇及び水位下降(１，２号炉取水口、３号炉取水口)に関して
各々の最大ケースを抽出。

②詳細パラメータスタディとして、上記で得られた最大ケースについて、断層面上縁深さ6ケース
の数値シミュレーションを実施。

①概略パラメ タスタデ ②詳細パラメ タスタデ

パラメータ項目
パラメータ
変動範囲

ケース数

傾斜角 30, 45, 60° 3
計 9

①概略パラメータスタディ

最大
ケース

②詳細パラメータスタディ

区分 パラメータ項目
パラメータ
変動範囲

ケース数

敷地前面
最大水位上昇ケ ス

断層面上縁深さ 0, 2.5, 5km 3計 9
すべり角 75, 90, 105° 3

最大水位上昇ケース

計6
1，2号炉取水口

最大水位下降ケース
断層面上縁深さ 0, 2.5, 5km 3

3号炉取水口
最大水位下降ケース最大水位下降ケ
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数値シミュレーション結果(Ｆ ー２断層)(概略パラメータスタディ)

２－３ 海域活断層に想定される地震に伴う津波の検討

数値シミュレーション結果(ＦＢー２断層)(概略パラメータスタディ)

数値シミュレーション結果一覧(ＦＢー２断層)(概略パラメータスタディ)

区分 計算値 断層パラメータの概要

敷地前面
大 位上

4 79m
傾斜角 δ=60°、すべり角λ=90°、断層面上縁深さ

数値シ シ ン結果 覧( Ｂ 断層)(概略 ラ タ タディ)

最大水位上昇量
4.79m

d=0.0km

３号炉取水口
最大水位下降量

3.37m
傾斜角 δ=45°、すべり角λ=90°、断層面上縁深さ
d=0.0km

１号及び２号炉取水口
最大水位下降量

3.20m
傾斜角 δ=45°、すべり角λ=90°、断層面上縁深さ
d=0.0km
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数値シミュレーション結果(３号炉)(Ｆ ー２断層)(概略パラメータスタディ)

２－３ 海域活断層に想定される地震に伴う津波の検討

数値シミュレーション結果(３号炉)(ＦＢー２断層)(概略パラメータスタディ)

最大水位上昇量分布
(敷地前面最大水位上昇ケース)

最大水位下降量分布
(取水口最大水位下降ケース)

水位時刻歴波形
(敷地前面最大水位上昇ケース)

水位時刻歴波形
(取水口最大水位下降ケース)
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数値シミュレーション結果(Ｆ ー２断層)(詳細パラメータスタディ)

２－３ 海域活断層に想定される地震に伴う津波の検討

数値シミュレーション結果(ＦＢー２断層)(詳細パラメータスタディ)

数値シミュレーション結果一覧(ＦＢー２断層)(詳細パラメータスタディ)

区分 計算値 断層パラメータの概要

敷地前面
大 位上

5 05m
傾斜角 δ=60°、すべり角λ=90°、断層面上縁深さ

数値シ シ ン結果 覧( Ｂ 断層)(詳細 ラ タ タディ)

最大水位上昇量
5.05m

d=5.0km

３号炉取水口
最大水位上昇量

3.76m
傾斜角 δ=60°、すべり角λ=90°、断層面上縁深さ
d=5.0km

３号炉取水口
最大水位下降量

3.40m
傾斜角 δ=45°、すべり角λ=90°、断層面上縁深さ
d=2.5km

１号及び２号炉取水 傾斜角 60° す り角 90° 断層面上縁深さ１号及び２号炉取水口
最大水位上昇量

3.60m
傾斜角 δ=60°、すべり角λ=90°、断層面上縁深さ
d=5.0km

１号及び２号炉取水口
最大水位下降量

3.21m
傾斜角 δ=45°、すべり角λ=90°、断層面上縁深さ
d=2 5km最大水位下降量 d=2.5km
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数値シミュレーション結果 (３号炉)(Ｆ ー２断層)(詳細パラメータスタディ)

２－３ 海域活断層に想定される地震に伴う津波の検討

数値シミュレーション結果 (３号炉)(ＦＢー２断層)(詳細パラメータスタディ)

最大水位上昇量分布
(敷地前面最大水位上昇ケース)

最大水位下降量分布
(取水口最大水位下降ケース)

水位時刻歴波形
(敷地前面最大水位上昇ケース)

水位時刻歴波形
(取水口最大水位下降ケース)
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２－３ 海域活断層に想定される地震に伴う津波の検討

一連の断層による検討(Ｆ －１０断層～岩内堆東撓曲～岩内堆南方背斜)一連の断層による検討(ＦＳ－１０断層～岩内堆東撓曲～岩内堆南方背斜)

○一連の断層として評価する「ＦＳ－１０断層～岩内

堆東撓曲～岩内堆南方背斜」についても、数値シ

ミュレーションを実施。

○断層の連動については、今後の審査で説明予定。

［活断層研究会(1991)に一部加筆］

海域活断層分布
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２－３ 海域活断層に想定される地震に伴う津波の検討

一連の断層による検討(Ｆ －１０断層～岩内堆東撓曲～岩内堆南方背斜)一連の断層による検討(ＦＳ－１０断層～岩内堆東撓曲～岩内堆南方背斜)

○地質調査結果より 断層位置 断層長さ 走向 傾斜

基準断層モデル

○地質調査結果より、断層位置、断層長さ、走向、傾斜
方向を設定。

○地質調査結果に基づき、北断層80.7km及び南断層
19.9kmの矩形モデルを設定。

Ｆ １０断層

［基準断層モデル諸元］

19.9kmの矩形モデルを設定。
○パラメータスタディの方法はＦＢ－２断層の方法と同様。

断層パラメータ
ＦＳ－１０断層～
岩内堆東撓曲～
岩内堆南方背斜

備考

ﾓｰﾒﾝﾄﾏｸﾞﾆﾁｭｰﾄﾞ MW 7.70
武村(1998)に基づくスケーリング則により
設定。

断層長さ L
100.6km

(80.7km+19.9km)
地質調査結果により設定。

断層幅 W 21.21km
地震発生層の厚さ(15km)と傾斜角により
設定。

すべり量 D 5.92m MW, L, Wにより設定。

断層面上縁深さ d 0km

走向 θ
北断層 173°
南断層 199°

地質調査結果により、西側傾斜の逆断層と
設定。

凡 例

断層上盤のすべり方向

基準断層モデル図傾斜角 δ 45° 日本海東縁部の傾斜角30～60°より設定。

すべり角 λ 90°
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数値シミュレーション結果(Ｆ －１０断層～岩内堆東撓曲～岩内堆南方背斜)(概略パラメータスタディ)

２－３ 海域活断層に想定される地震に伴う津波の検討

数値シミュレーション結果(ＦＳ－１０断層～岩内堆東撓曲～岩内堆南方背斜)(概略パラメータスタディ)

数値シミュレーション結果一覧(ＦＳ－１０断層～岩内堆東撓曲～岩内堆南方背斜)(概略パラメータスタディ)

区分 計算値 断層パラメータの概要

敷地前面
大 位上

5 42m
傾斜角 δ=60°、すべり角λ=90°、断層面上縁深さ

数値シ シ ン結果 覧( Ｓ 断層 岩内堆東撓曲 岩内堆南方背斜)(概略 ラ タ タディ)

最大水位上昇量
5.42m

d=0.0km

３号炉取水口
最大水位下降量

3.87m
傾斜角 δ=60°、すべり角λ=90°、断層面上縁深さ
d=0.0km

１号及び２号炉取水口
最大水位下降量

3.68m
傾斜角 δ=60°、すべり角λ=75°、断層面上縁深さ
d=0.0km
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数値シミュレーション結果(３号炉)(Ｆ －１０断層～岩内堆東撓曲～岩内堆南方背斜)(概略パラメータスタディ)

２－３ 海域活断層に想定される地震に伴う津波の検討

数値シミュレ ション結果(３号炉)(ＦＳ １０断層～岩内堆東撓曲～岩内堆南方背斜)(概略パラメ タスタディ)

最大水位上昇量分布
(敷地前面最大水位上昇ケース)

最大水位下降量分布
(取水口最大水位下降ケース)

水位時刻歴波形
(敷地前面最大水位上昇ケース)

水位時刻歴波形
(取水口最大水位下降ケース)
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数値シミュレーション結果(Ｆ －１０断層～岩内堆東撓曲～岩内堆南方背斜)(詳細パラメータスタディ)

２－３ 海域活断層に想定される地震に伴う津波の検討

数値シミュレーション結果(ＦＳ－１０断層～岩内堆東撓曲～岩内堆南方背斜)(詳細パラメータスタディ)

数値シミュレーション結果一覧(ＦＳ－１０断層～岩内堆東撓曲～岩内堆南方背斜)(詳細パラメータスタディ)

区分 計算値 断層パラメータの概要

敷地前面
大 位上

5 49m
傾斜角 δ=60°、すべり角λ=90°、断層面上縁深さ

数値シ シ ン結果 覧( Ｓ 断層 岩内堆東撓曲 岩内堆南方背斜)(詳細 ラ タ タディ)

最大水位上昇量
5.49m

d=2.5km

３号炉取水口
最大水位上昇量

4.64m
傾斜角 δ=60°、すべり角λ=90°、断層面上縁深さ
d=5.0km

３号炉取水口
最大水位下降量

4.24m
傾斜角 δ=60°、すべり角λ=90°、断層面上縁深さ
d=2.5km

１号及び２号炉取水 傾斜角 60° す り角 90° 断層面上縁深さ１号及び２号炉取水口
最大水位上昇量

4.54m
傾斜角 δ=60°、すべり角λ=90°、断層面上縁深さ
d=5.0km

１号及び２号炉取水口
最大水位下降量

3.92m
傾斜角 δ=60°、すべり角λ=90°、断層面上縁深さ
d=2 5km最大水位下降量 d=2.5km
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数値シミュレーション結果(３号炉)(Ｆ －１０断層～岩内堆東撓曲～岩内堆南方背斜)(詳細パラメータスタディ)

２－３ 海域活断層に想定される地震に伴う津波の検討

数値シミュレ ション結果(３号炉)(ＦＳ １０断層～岩内堆東撓曲～岩内堆南方背斜)(詳細パラメ タスタディ)

最大水位上昇量分布
(敷地前面最大水位上昇ケース)

最大水位上昇量分布
(取水口最大水位上昇ケース)

最大水位下降量分布
(取水口最大水位下降ケース)

水位時刻歴波形
(敷地前面最大水位上昇ケース)

水位時刻歴波形
(取水口最大水位上昇ケース)

水位時刻歴波形
(取水口最大水位下降ケース)
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２－４ 日本海東縁部に想定される地震に伴う津波の検討

津波評価手法

○土木学会(2002)に基づき、基準断層モデルを設定
し、不確かさを考慮した数値シミュレーションを実施。

○1993年北海道南西沖地震の津波を再現する

基準断層モデル

し、 確 さ 考 し 数値 実施。

泊発電所

○1993年北海道南西沖地震の津波を再現する
波源モデルのMW 7.84を下回らないようにMW 

7.85と設定。
○日本海東縁部に位置する東西幅50kmの帯状

泊発電所

日本海東縁部 位置する東西幅 帯状
の発生海域を想定。

断層パラメータ 日本海東縁部 備考

［基準断層モデル諸元］

基準とする波源位置及びパタ ン

1

2 3

4 5

6 7

8

断層パラメータ 日本海東縁部 備考

ﾓｰﾒﾝﾄﾏｸﾞﾆﾁｭｰﾄﾞ MW 7.85
1993年北海道南西沖地震の津波を再現するモ
デルのMW(7.84)を下回らないように設定。

断層長さ L 131.1km 武村(1998)に基づくスケーリング則により設定。

断層幅 W 30 17 3k 地震発生層の厚さ(15k )と傾斜角により設定 基準とする波源位置及びパターン断層幅 W 30, 17.3km 地震発生層の厚さ(15km)と傾斜角により設定。

すべり量 D 5.45, 9.45m MW, L, Wにより設定。

断層面上縁深さ d 0km

走向 θ 3 183°
海底地形の特徴により西傾斜と東傾斜の2通りを

走向 θ 3, 183
設定。

傾斜角 δ 30, 60°

すべり角 λ 90°
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パラメータスタディ

２－４ 日本海東縁部に想定される地震に伴う津波の検討

［パラメータスタディ］

パラメータスタディ

①位置と走向を組合せた216ケースの数値シミュレーションを行い、敷地前面の水位
上昇及び取水口の水位下降に関して各々の最大ケースを抽出。

②上記で得られた最大ケースについて、傾斜角と断層面上縁深さを組合せた27ケー
スの数値シミュレーションを実施。

①概略パラメータスタディ ②詳細パラメータスタディ

パラメータ
項目

パラメータ
変動範囲

ケース数

南北方向
位置

基準、南に10, 20km, 
北に10, 20, 30, 40, 50, 

60km移動
9

最大

区分 パラメータ項目
パラメータ
変動範囲

ケース数

敷地前面
最大水位上昇ケース

傾斜角 45, 52.5, 60° 3
計9

断層面上縁深さ 0, 2.5, 5km 360km移動
計

216東西方向
位置

8パターン 8

走向 基準、±10° 3

ケース

1，2号炉取水口
最大水位下降ケース

傾斜角 45, 52.5, 60° 3
計9

断層面上縁深さ 0, 2.5, 5km 3

3号炉取水口
最大水位下降ケース

傾斜角 45, 52.5, 60° 3
計9

断層面上縁深さ 0 2 5 5k 3最大水位下降ケ ス 断層面上縁深さ 0, 2.5, 5km 3
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数値シミュレーション結果(概略パラメータスタディ)

２－４ 日本海東縁部に想定される地震に伴う津波の検討

数値シミュレーション結果(概略パラメータスタディ)

数値シミュレーション結果一覧(概略パラメータスタディ)

区分 計算値 断層パラメータの概要

敷地前面
6 87m

東西方向中央、西傾斜(δ=60°)のW=17.3kmの断層
を北へ10km移動 走向を基準＋10° 断層面上縁深

数値シ シ ン結果 覧(概略 ラ タ タディ)

最大水位上昇量
6.87m を北へ10km移動、走向を基準＋10 、断層面上縁深

さd=0.0km

３号炉取水口
最大水位下降量

5.19m
東西方向東端、西傾斜(δ=60°)のW=17.3kmの断層
を南北方向基準位置、走向を基準ー10°、断層面上縁
深さd=0.0km深さd 0.0km

１号及び２号炉取水口
最大水位下降量

4.97m
東西方向東端、西傾斜(δ=60°)のW=17.3kmの断層
を南北方向基準位置、走向を基準、断層面上縁深さ
d=0.0km
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数値シミュレーション結果(３号炉)(概略パラメータスタディ)

２－４ 日本海東縁部に想定される地震に伴う津波の検討

数値シミュレーション結果(３号炉)(概略パラメータスタディ)

最大水位上昇量分布
(敷地前面最大水位上昇ケース)

最大水位下降量分布
(取水口最大水位下降ケース)

水位時刻歴波形
(敷地前面最大水位上昇ケース)

水位時刻歴波形
(取水口最大水位下降ケース)
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数値シミュレーション結果(詳細パラメータスタディ)

２－４ 日本海東縁部に想定される地震に伴う津波の検討

数値シミュレーション結果(詳細パラメータスタディ)

数値 結 覧(詳細 デ )

区分 計算値 断層パラメータの概要

敷地前面
東西方向中央、西傾斜(δ=52.5°)のW=17.3kmの断

数値シミュレーション結果一覧(詳細パラメータスタディ)

敷地前面
最大水位上昇量

6.95m
東西方向中央、西傾斜(δ 52.5 )のW 17.3kmの断
層を北へ10km移動、走向を基準＋10°、断層面上縁
深さd=0.0km

３号炉取水口
最大水位上昇量

4.83m
東西方向東端、西傾斜(δ=52.5°)のW=17.3kmの断
層を南北方向基準位置、走向を基準、断層面上縁深さ

最大水位上昇量
d=5.0km

３号炉取水口
最大水位下降量

5.79m
東西方向東端、西傾斜(δ=52.5°)のW=17.3kmの断
層を南北方向基準位置、走向を基準、断層面上縁深さ
d=5.0km

１号及び２号炉取水口
最大水位上昇量

4.71m
東西方向東端、西傾斜(δ=60.0°)のW=17.3kmの断
層を南北方向基準位置、走向を基準－10°、断層面上
縁深さd=5.0km

１号及び２号炉取水口
東西方向東端、西傾斜(δ=45.0°)のW=17.3kmの断

１号及び２号炉取水口
最大水位下降量

5.71m
東西方向東端、西傾斜( ) 断
層を南北方向基準位置、走向を基準、断層面上縁深さ
d=5.0km
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数値シミュレーション結果(３号炉)(詳細パラメータスタディ)

２－４ 日本海東縁部に想定される地震に伴う津波の検討

数値シミュレーション結果(３号炉)(詳細パラメータスタディ)

最大水位上昇量分布
(敷地前面最大水位上昇ケース)

最大水位上昇量分布
(取水口最大水位上昇ケース)

最大水位下降量分布
(取水口最大水位下降ケース)

水位時刻歴波形
(敷地前面最大水位上昇ケース)

水位時刻歴波形
(取水口最大水位上昇ケース)

水位時刻歴波形
(取水口最大水位下降ケース)
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３．地震以外の津波

○地震以外の津波として 以下を検討する○地震以外の津波として、以下を検討する。

①火山による山体崩壊に伴う津波
②海底地す りに伴う津波②海底地すべりに伴う津波
③陸上の斜面崩壊に伴う津波
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３－１ 火山による山体崩壊に伴う津波

○敷地周辺で火山噴火による山体崩壊に伴って
発生した津波としては 1741年(渡島西岸)津

文献調査結果

発生した津波としては、1741年(渡島西岸)津
波が挙げられる。

数値シミュレーション

○津波の数値シミュレーションは、以下の２モデル
を実施

泊発電所

を実施。

①Kinematic landslideモデル
崩壊物が斜面を滑り降りる過程を想定し、「位置崩壊物が斜面を滑り降りる過程を想定し、 位置
エネルギー」を与えるモデル

②二層流モデル
崩壊物が海底斜面を滑り降りる過程(下層)と、
そのために海面に起こる波(上層)を同時に計算

渡島大島

そのために海面に起こる波(上層)を同時に計算
する相互作用モデル

渡島大島位置図
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噴火前地形と噴火後地形及び最終地形変化量(1/2)

３－１ 火山による山体崩壊に伴う津波
噴火前地形と噴火後地形及び最終地形変化量(1/2)

○山体崩壊に関する解析に当たっては、Satake(2007)に示されている渡島大島
周辺の測深図に基づく地形変化から噴火前と噴火後の地形変化を推定。

噴火前地形 噴火後地形 最終地形変化量
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噴火前地形と噴火後地形及び最終地形変化量(2/2)

３－１ 火山による山体崩壊に伴う津波
噴火前地形と噴火後地形及び最終地形変化量(2/2)

噴火前地形と噴火後地形の断面形状
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３－１ 火山による山体崩壊に伴う津波

採用したパラメータ(Kinematic landslideモデル)採用したパラメータ(Kinematic landslideモデル)

入力データ 入力値等 備 考

計算時間間隔Δt(s) 0 1 計算安定条件を満たすように設定計算時間間隔Δt(s) 0.1 計算安定条件を満たすように設定。

計算時間(時間) 3

比高変化(m) 最大388 Satake(2007)による崩壊前後の地形を基にデータ化。

鉛直変位ライズタイム(s) 120 Satake(2007)に基づき設定。

変動伝播速度(m/s) 40 Satake(2007)に基づき設定。
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３－１ 火山による山体崩壊に伴う津波

採用したパラメータ(二層流モデル)

入力データ 入力値等 備 考

計算時間間隔Δt(s)
崩壊後5分まで：0.002秒
崩壊後5分以降：0 2秒

崩壊後5分までは計算が安定に進むようΔtを小さく設定。
5分以降は計算安定条件を満たすように設定

採用したパラメータ(二層流モデル)

崩壊後5分以降：0.2秒 5分以降は計算安定条件を満たすように設定。

計算時間(時間) 6

海水密度(kg/m3) 1,030 一般値を使用。

崩壊物密度(kg/m3) 2,000 松本ほか(1998)に基づき設定。

底面粗度係数
( 1/3 )

上層 0.03 土木学会(2002)に基づき設定。

n(m-1/3･s)
下層 0.40 Kawamata et al.(2005)に基づき設定。

界面抵抗係数fint 0.0 Kawamata et al.(2005)に基づき設定。

渦動粘性係数渦動粘性係数
ν(m2/s)

下層 0.1 Kawamata et al.(2005)に基づき設定。
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３－１ 火山による山体崩壊に伴う津波

数値シミュレーション結果数値シミュレーション結果

区 分
Kinematic landslide

モデル
二層流モデル

敷地前面
最大水位上昇量

1.59m 1.53m

炉 水３号炉取水口
最大水位上昇量

1.32m 0.69m

３号炉取水口３号炉取水口
最大水位下降量

1.01m 0.92m

１号及び２号炉取水口
1 22 0 60

１号及び２号炉取水口
最大水位上昇量

1.22m 0.60m

１号及び２号炉取水口
0 97m 0 63m

最大水位下降量
0.97m 0.63m
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検討方針

３－２ 海底地すべりに伴う津波
検討方針

○敷地周辺の海域において津波の波源として評価している日本海東縁部に位
置し、FB-2断層が認められる急崖地形である後志舟状海盆西縁付近を対象B

として、海底地形データ等に基づき、地すべり地形を抽出。

○抽出した地すべり地形のうち規模が最も大きいものについて数値シミュレー○抽出した地すべり地形のうち規模が最も大きいものについて数値シミュレ
ションを実施。

○地すべり地形前後区間の等高線の分布状況や 地すべり固有の地形的特○地すべり地形前後区間の等高線の分布状況や、地すべり固有の地形的特
徴を考慮し、地すべり前地形の等高線を推定。

○そのうえで 津波の数値シミ レ ションは 海底地すべりのシミ レ ション○そのうえで、津波の数値シミュレーションは、海底地すべりのシミュレーション
結果を波源とすることにより実施。

地す に 津波発生 デ に 火山に 山体崩壊に伴 津○地すべりによる津波発生モデルについては、火山による山体崩壊に伴う津
波の検討結果において、敷地に対して影響が大きい結果となった「Kinematic 
landslideモデル」の手法を用いる。
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検討フロー

３－２ 海底地すべりに伴う津波

海底地形データ

検討フロー

地すべり地形判読・抽出

海底地すべりに関する

崩壊領域の設定
崩壊地形の設定

地すべりシミュレーション
地質・地形等の情報

海域格子における
崩壊物の堆積範囲

地す りシミ レ シ ン
FLOW－3D(Flow Science,Inc.(2011))

・崩壊物の堆積範囲
・崩壊物の平均層厚
・層厚変化の立ち上がり時間

津波シミュレーションの
パラメータ設定

津波シミュレーション
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地すべり地形の抽出結果(1/2)

３－２ 海底地すべりに伴う津波
地すべり地形の抽出結果(1/2)
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地すべり地形の抽出結果(2/2)

３－２ 海底地すべりに伴う津波
地すべり地形の抽出結果(2/2)

地すべり
地形

L
長さ
( )

W
幅

H
高低差
( )

D
推定厚さ(m)

( )

長さ×厚さ
（m2）

規模の
順位

概略体積
（m3）

体積の
順位

発電所
までの
距離地形

(m) （m） (m) Brune et al(2009)
（m ） 順位 （m ） 順位 距離

(km)

A 2,000 1,200 180 56 111,111 3 44,000,000 4 45

B 2 200 2 000 230 61 134 444 2 90 000 000 2 45B 2,200 2,000 230 61 134,444 2 90,000,000 2 45

C 2,000 1,600 280 56 111,111 3 59,000,000 3 50

D 1,000 1,000 260 28 27,778 7 9,000,000 7 50

E 3,000 3,100 350 83 250,000 1 258,000,000 1 53

F 1,400 2,200 140 39 54,444 6 40,000,000 5 55

G 1,700 1,000 280 47 80,278 5 27,000,000 6 56

規模の大きい地すべり地形として「E」を選定し、さらに詳細に検討
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採用したパラメータ(FLOW-3D)

３－２ 海底地すべりに伴う津波
採用したパラメータ(FLOW-3D)

海水の密度(kg/ｍ3) 1,030 一般値を使用。

海水の粘性係数(Pa･ｓ) 0.001 鈴木ほか（1980）に基づき設定。

海水の初期水面位置(ｍ) T.P. +0.21 予測計算の計算潮位。

地すべり地塊の密度(kg/ｍ3) 2,000
地すべり時に想定される地塊の土質状態(砂～礫、礫混り砂状が混在)に対して、東日本
高速道路㈱ほか(2006)、東日本高速道路㈱ほか(2007)に基づき設定。

地すべり地塊の粘性係数(Pa･ｓ) 10 高橋ほか(1993)の実験結果の平均値として設定。地すべり地塊の粘性係数(Pa ｓ) 10 高橋ほか(1993)の実験結果の平均値として設定。

地塊粒子の平均半径(ｍ) 0.05
地すべり時に想定される地塊の土質状態(砂～礫、礫混り砂状が混在)に対して，地盤工
学会(2009)に基づき設定。

地塊粒子の抵抗係数 0.5 日本機械学会（2006）に基づき設定。

計算メッシ 間隔( ) 100 波源域の海底地形デ タ精度計算メッシュ間隔(ｍ) 100 波源域の海底地形データ精度。

計算時間間隔(ｓ) 初期値0.01 計算安定条件を満たすように設定。

計算時間(ｓ) 1,800 地塊の移動速度が十分に緩速になる時間を包絡するように設定。
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地すべり地形のモデル化(1/2)

３－２ 海底地すべりに伴う津波
地すべり地形のモデル化(1/2)

地すべり前地形 地すべり後地形 地すべり前後の地形変化量
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地すべり地形のモデル化(2/2)

３－２ 海底地すべりに伴う津波
地すべり地形のモデル化(2/2)

地すべり地形の断面形状
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地すべりシミュレーション結果

３－２ 海底地すべりに伴う津波
地すべりシミュレーション結果

崩壊前 崩壊後(10分後)
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採用したパラメータ(Kinematic landslideモデル)

３－２ 海底地すべりに伴う津波
採用したパラメータ(Kinematic landslideモデル)

入力データ 入力値等 備 考入力デ タ 入力値等 備 考

計算時間間隔Δt(s) 0.1 計算安定条件を満たすように設定。

計算時間(時間) 3

比高変化(m) 最大81 FLOW-3Dによる10分後の地形変化量から設定。

鉛直変位ライズタイム(s) 120 Satake(2007)に基づき設定。

変動伝播速度(m/s) 40 Satake(2007)に基づき設定変動伝播速度(m/s) 40 Satake(2007)に基づき設定。

FLOW-3Dによる10分後の地形変化量分布
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３－２ 海底地すべりに伴う津波

数値シミュレーション結果(1/2)数値シミュレーション結果(1/2)

区 分
Kinematic landslide

モデル

敷地前面
最大水位上昇量

0.37m

３号炉取水口３号炉取水口
最大水位上昇量

0.32m

３号炉取水口３号炉取水口
最大水位下降量

0.24m

１号及び２号炉取水口
0 28

１号及び２号炉取水口
最大水位上昇量

0.28m

１号及び２号炉取水口
0 23m

最大水位下降量
0.23m
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数値シミュレーション結果(2/2)

３－２ 海底地すべりに伴う津波
数値シミュレーション結果(2/2)

最大水位上昇量分布 最大水位下降量分布

水位時刻歴波形
（敷地前面最大上昇位置）

水位時刻歴波形
（１，２号炉取水口位置）

水位時刻歴波形
（３号炉取水口位置）
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簡易評価式による検討

３－２ 海底地すべりに伴う津波
簡易評価式による検討

○Watts et al.(2005)により津波の初期水位波形を計算したうえでHuber et al.(1997)の予測式により敷地前
面での津波水位の振幅を検討した。

 Watts et al.(2005)が提案する初期水位波形の予測式は、次式で表わされる。

SMF：Submarine mass failure
ｂ：SMF長さ
ｄ：初期のSMF最小没水深

厚さ ൬
0.131

൰ ൬
T
൰ ൬
bsinθ

൰
1.25

൬
 b 
൰
0.63

【津波振幅予測式の概念図および推定式】 λ0：特性津波波長
η0,2Ｄ：X＝Xgにおける最大水位低下量

൬
w

൰

Ｔ：SMFの厚さ
ｗ：SMFの幅
θ：斜面勾配
γ：SMFの比重
Xg：初期水深がｄとなる位置の座標
Cm：付加質量係数（＝1）
Cd：抗力係数（＝0）

移動距離

η0,2D ൌ S0 ൬ sinθ
൰ ൬

b
൰ ൬

d
൰ ൬

R
൰  

ൈ ሺ∆׎ሻ0.39൫1.47 െ 0.35ሺγ െ 1ሻ൯ሺγ െ 1ሻ 

η0,3Ｄ：現象が3次元的な場合の最大水位低下量

η0,3D ൌ η0,2D ൬w ൅ λ0
൰Ｓ：移動距離

S0：特性距離（＝Ｓ/2）
Cn：底面摩擦係数（＝S0 /（Ｒcosθ）
Ｒ：曲率半径（＝ｂ2 /8Ｔ）
ΔФ：回転角（＝2S0 /Ｒ）
a0：初期加速度（＝S0 /t0

2 ）
Umax：最大速度（＝S0 /t0）
t 特性時間t0：特性時間

t0 ൌ ඨ
  R  
g
ඨ
γ ൅ Cm
γ െ 1

 

1ܪ/2ܪ ൌ ሺ݀1/݀2ሻ1/4 (添え字は、地点1,2での値。ここでは、1：海底地すべり発生位置、2：敷地前面)

 Huber et al.(1997)による水深と波高の関係式は、次式で表される。
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３－２ 海底地すべりに伴う津波

簡易評価式による検討結果簡易評価式による検討結果

地す り 体積 体積 発電所前面地すべり
地形

体積
(m3)

体積の
順位

発電所前面
での振幅(m)

地すべりEとの比

A 44,000,000 4 0.082 0.060

B 90 000 000 2 0 276 0 203B 90,000,000 2 0.276 0.203

C 59,000,000 3 0.125 0.092

D 9,000,000 7 0.004 0.003

E 258,000,000 1 1.359 1

F 40,000,000 5 0.064 0.047

G 27,000,000 6 0.026 0.019

○E以外の地すべりにより予測される津波水位の振幅は、最大でEの20％程度。○E以外の地すべりにより予測される津波水位の振幅は、最大でEの20％程度。
○Eによる[簡易評価値／予測値]は30％程度。
○したがって、Eを選定して評価することで、問題ないと考える。

※現在、全てのケースについて、数値シミュレーションを実施中である。
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地すべり地形の抽出

３－３ 陸上の斜面崩壊に伴う津波
地すべり地形の抽出

○防災科学技術研究所の地すべり地形データベースか
ら、敷地から半径30km程度以内にある地すべり地
形のうち、沿岸に分布し、斜面崩壊に伴う津波が発
生する可能性のある地形(5箇所)を抽出。

○地すべり厚は高速道路調査会(1985)により推定○地すべり厚は高速道路調査会(1985)により推定。
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検討結果(川白)

３－３ 陸上の斜面崩壊に伴う津波

地すべり地形DB 当社の調査結果 その他 評価
・北海道後志総合振興局 (2013) 北緯43°13’、東経140°20’

付近に位置する

検討結果(川白)

共和出張所、川白地すべり対策 付近に位置する。
空中写真判読の結果、17箇所の

ブロックから構成される。
山側に地すべり地形縁辺部が開

析され、安定していると推定される
ブロックが分布し、海岸線に向けて
小規模化していく。
また、海岸線付近では、土留柵工

やフリーフレームの対策がなされて
いる。いる。
海岸沿いに分布するブロックは小

規模(幅600m、長さ400m、厚さ
30m程度)と推定される。
前面位置の水深は推定約10m。

防災科研の地すべり地形データ
ベースには、多数のブロックからな
る地すべり地形(幅約2.9km、長さ
約3 5km)が記載されている

空中写真判読の結果、防災科研
のデータベースと整合する。
17箇所のブロックに分かれてい

る

昭和51年から急傾斜地崩壊防止
施設が施工されており、海岸線付近
では、土留柵工やフリーフレームの
対策がなされている約3.5km)が記載されている。 る。

山側に、地すべり地形縁辺部が
開析され、安定していると推定され
るブロックが分布し、海岸線に向け
て小規模化していく。
海岸線付近に小規模な滑落崖が

対策がなされている。

海岸線付近に小規模な滑落崖が
認められる。
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検討結果(兜岩)(1/2)

３－３ 陸上の斜面崩壊に伴う津波
検討結果(兜岩)(1/2)

地すべり地形DB 当社の調査結果 その他 評価
北緯43°04’、東経140°29’

付近に位置する付近に位置する。
空中写真判読、地表地質踏査及

びボーリング調査結果から、地すべ
り地形DBに図示される6箇所の推
定地すべり地形は、地すべりではな

ボーリング調査結果
(別紙(次頁)参照)

いと判断される。
多くは段丘を覆う扇状地性堆積

物及び崖錐堆積物に起因する地形
と推定される。
なお、段丘堆積物が形成する面

崩壊地形

ボーリング調査位置
なお、段丘堆積物が形成する面

が平坦であることや前面に100m程
度の陸地や岩礁が広がることから、
これらの堆積物が滑動して津波を
起こす恐れはないと判断される。空中写真判読結果では、海側の比

較的平坦な地形と山側に比較的急傾
地すべり地形DBの推定地すべり地形

の 部におけるボ リング調査の結果防災科研の地すべり地形データ
ベースでは6箇所の地すべり地形が
記載されている。

較的平坦な地形と山側に比較的急傾
斜の地形が判読されるが、その境界に
は比較的明瞭な遷緩線が認められ、
海側の地形はやや開析されている。こ
れらの地形は滑落崖から連続した斜
面を有する 般的な地すべり地形と異

の一部におけるボーリング調査の結果、
海成段丘堆積物及び洞爺火山灰の連
続とそれを覆う厚い扇状地性堆積物
及び崖錐堆積物を確認しており、擾乱
等の地すべりを示唆するような徴候は
認められない面を有する一般的な地すべり地形と異

なること、傾斜の変化や開析程度等か
ら、地すべり地形ではないと推定され
る。
地表地質踏査結果では、兜岩周辺

の海岸部においては河口部を除いて

認められない。
また、堆積物中には亜円礫を含む河

川性の堆積物（扇状地性堆積物）や腐
食層の分布を確認しており、地すべり
堆積物の徴候は認められない。
ボ リング調査で確認したMm1段丘の海岸部においては河口部を除いて

岩盤が連続して分布しており、地すべ
りを示唆する状況は認められない。
これらの地形の前面には、100m程

度の陸地や岩礁が広がる。

ボーリング調査で確認したMm1段丘
堆積物の上面標高は、約19～25m。
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検討結果(兜岩)(2/2)

３－３ 陸上の斜面崩壊に伴う津波
検討結果(兜岩)(2/2)

泊村 照岸
照岸地点では、判読したMm1段丘面付近で実施したボーリング調査より、基盤岩の上位に段丘堆

積物の分布を確認した。ボーリング調査で確認した段丘堆積物の上面の標高は、約19～25ｍ。
調査結果から、旧汀線は照岸1-6～照岸1-8の間と推定される。

本地点は、比較的平坦な
地形面を形成しているが、
段丘堆積物上には厚い扇
状地性堆積物及び崖錐堆
積物が分布する。
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検討結果(堀株)

３－３ 陸上の斜面崩壊に伴う津波
検討結果(堀株)

地すべり地形DB 当社の調査結果 その他 評価
北緯43°02’、東経140°31’

付近に位置する付近に位置する。
地すべり地形は三角形に近い馬

蹄形を呈し、滑落崖は馬蹄形で比
高は数mと推定されるが、不明瞭で
ある。

ブ
ー

地すべりブロックは尾根状の緩斜
面の前面に幅100m程度の沖積低
地が広がることから、これらの堆積
物の滑動による津波を起こす恐れ
はないと判断される。はないと判断される。
前面位置の水深は推定約5m以

浅。

防災科研の地すべり地形データ 空中写真判読結果では、地すべ
ベースでは7箇所のブロックからな
る地すべり地形が記載されている。

り地形は6箇所のブロックから構成
される。
地すべり地形は三角形に近い馬

蹄形を呈し、滑落崖は馬蹄形で比
高は数mと推定されるが、不明瞭で高は数mと推定されるが、不明瞭で
ある。
地すべりの基部には、幅100m程

度の沖積低地が分布し、海岸線と
なっている。

ー
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検討結果(二つ岩)

３－３ 陸上の斜面崩壊に伴う津波

地すべり地形DB 当社の調査結果 その他 評価
北緯42°56’、東経140°25’

付近に位置する

検討結果(二つ岩)

付近に位置する。
空中写真判読で沖積錐であり、

地すべりではないと判断した。
前面位置の水深は推定約20m。

ー

防災科研の地すべり地形データ 急勾配な川の出口に発達した扇
ベースでは、小規模な6箇所からな
る地すべりブロックが記載されてい
る。

型をした急傾斜の堆積地形である
と推定される。

ー
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検討結果(弁慶岩)

３－３ 陸上の斜面崩壊に伴う津波
検討結果(弁慶岩)

地すべり地形DB 当社の調査結果 その他 評価
北緯42°55’、東経140°25’

付近に位置する付近に位置する。
地すべり地形は、小規模なブロッ

クから構成され地すべり方向に系
統性はない。
滑落崖は馬蹄形を呈し、その比高

ー
は約30～40mであるが、開析され
て不明瞭であり、古い地すべり地形
と考える。
前面位置の水深は推定約20m。

防災科研の地すべり地形データ 空中写真判読結果では4箇所の
ベースでは11箇所の地すべり地形
から構成され、それぞれの地形の規
模に系統性はない。大局的に北西
方向とそれ以外の方向の地すべり
地形が分布する

ブロックから構成される。
滑落崖は馬蹄形を呈し、その比高

は約30～40mであるが、開析され
て不明瞭である。
土塊ブロックは台地状で孤立した地形が分布する。 土塊ブロックは台地状で孤立した

丘や緩斜面が特徴である。
ー
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まとめ

３－３ 陸上の斜面崩壊に伴う津波
まとめ

地点名
長さ
L

(m)

幅
W

(m)

推定厚さ
D

(m)

概略体積
(m3）

発電所まで
の距離
(km)

備考 判定

文献では 地すべり地形は多数のブロックより形成され

川白 地すべり対策済みのため除外 ー ー 24.0

文献では、地すべり地形は多数のブロックより形成され
ている。空中写真判読結果から、山側のブロックは開析し
ており、古く安定した地すべり地形と考えられる。
また、海岸線付近の小規模なブロックに対しては、地す

べり対策が実施されており、滑落することはないと評価。

文献の地すべり地形は6箇所の地形より形成されるが
兜岩

空中写真判読及び地質調査
により除外

ー ー 5.0
文献の地すべり地形は6箇所の地形より形成されるが、

空中写真判読、地表地質踏査及びボーリング調査結果か
ら、地すべりではないと評価。

堀株 沖積低地が広がるため除外 ー ー 0.8

空中写真判読の結果から、地すべり地形は6箇所の緩
斜面より形成され、海岸沿いの沖積低地に連続する。
沖積低地の幅は約１00m程度で広がることから これら沖積低地の幅は約１00m程度で広がることから、これら

の堆積物の滑動による津波を起こす恐れはないと評価。

二つ岩 空中写真判読により除外 ー ー 10.6
文献では、地すべり地形は小規模な6箇所のブロックか

らなるが、空中写真判読結果から、沖積錐であり、地すべ
りではないと評価。

空中写真判読の結果から 4箇所の開析された馬蹄形

弁慶岩 500 250 36 2,000,000 14.8
厚さは幅の

1/7を採用※

空中写真判読の結果から、4箇所の開析された馬蹄形
台地から形成され、古いものと推定される。
また、それぞれの地すべり地形が小規模(全体で200万

m3)であり、地すべり方向に系統性はなく、さらに、距離も
約15kmであることから、発電所への影響は小さいと評価。
前面水深は推定約20m。前面水深は推定約20m。

崩壊規模 距離等から敷地に影響を及ぼすものはない崩壊規模、距離等から敷地に影響を及ぼすものはない。

※高速道路調査会(1985)、地すべり地形の安定度評価に関する研究報告書、p.36。
「幅50m～100mは1/5～1/7、200m前後は1/7～1/10、300m以上は1/10～1/15」
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組合せに関する検討

４．基準津波の策定
組合せに関する検討

○地震に伴う津波については、敷地に対し
て最も影響の大きい日本海東縁部に想
定される地震に伴う津波を選定定される地震に伴う津波を選定。

○地震以外の津波のうち火山による山体
崩壊に伴う津波については、火山噴火に
伴う事象であり 地震に伴う津波とは独伴う事象であり、地震に伴う津波とは独
立した事象であると考えられる。

○したがって、「日本海東縁部に想定される
地震に伴う津波」と「海底地すべりに伴う地震に伴う津波」と「海底地すべりに伴う
津波」の組合せを選定した。

○策定位置は，敷地西方約5kmの地点(水

基準津波策定位置

○策定位置は，敷地西方約5kmの地点(水
深100m)の地点とした。

基準津波策定位置図
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検討方法

４．基準津波の策定
検討方法

①「日本海東縁部に想定される地震に伴う津波」のうち、
・敷地前面最大水位上昇量
・３号炉取水口最大水位上昇量
・３号炉取水口最大水位下降量

が発生するケースの水位時刻歴波形を選定。が発生するケ スの水位時刻歴波形を選定。

②「海底地すべりに伴う津波」の水位時刻歴波形を選定。

③ ①の水位時刻歴波形と②の水位時刻歴波形を同時発生を仮定して組合せ。

④追加検討として 地震の主要動の継続時間を念頭に置き 日本海東縁部に想④追加検討として、地震の主要動の継続時間を念頭に置き、日本海東縁部に想
定される地震(による津波)の発生後、２分間のうちに「海底地すべりに伴う津
波」が発生するものとして、組合せ後の影響が最大となる水位時刻歴波形を抽
出出。

⑤ ③及び④に、上昇側は朔望平均満潮位(T.P.＋0.26m)、下降側は朔望平均
干潮位(T.P.ー0.14m)を考慮して、評価点における津波水位を算定する。
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評価点における波源の組合せ及び基準津波の時刻歴波形(同時発生ケース)

４－１ 基準津波の策定
評価点における波源の組合せ及び基準津波の時刻歴波形(同時発生ケース)

波 源

津波水位(上昇側)
(m)

津波水位(下降側)
(m)

敷地前面
１，２号炉
取水口

３号炉
取水口

１，２号炉
取水口

３号炉
取水口

敷地前面
取水口 取水口 取水口 取水口

基準津波①
(日本海東縁部)

T.P.＋7.3

基準津波②
(日本海東縁部）

T.P.＋5.0

基準津波③
T P ＋5 2 T P 6 0

基準津波③
(日本海東縁部＋海底地すべりの組合せ)

T.P.＋5.2 T.P.－6.0

基準津波④
(日本海東縁部＋海底地すべりの組合せ)

T.P.－6.1

※津波水位は最大水位上昇量及び最大水位下降量に、それぞれ、朔望平均満潮位(T.P.＋0.26m)及び朔望平均干潮位
(T.P.－0.14m)を考慮している。

時刻歴波形(基準津波①) 時刻歴波形(基準津波③)

時刻歴波形(基準津波②) 時刻歴波形(基準津波④)
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評価点における時刻歴波形(3号炉)(同時発生ケース)

４－１ 基準津波の策定
評価点における時刻歴波形(3号炉)(同時発生ケース)

時刻歴波形(基準津波①) 時刻歴波形(基準津波③) 時刻歴波形(基準津波④)
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評価点における波源の組合せ及び基準津波の水位(追加検討ケース)

４－１ 基準津波の策定
評価点における波源の組合せ及び基準津波の水位(追加検討ケース)

波 源

津波水位(上昇側)
(m)

津波水位(下降側)
(m)

敷地前面
１，２号炉
取水口

３号炉
取水口

１，２号炉
取水口

３号炉
取水口

敷地前面
取水口 取水口 取水口 取水口

基準津波①’
(日本海東縁部)

T.P.＋7.3

基準津波②’
(日本海東縁部＋海底地すべりの組合せ）

T.P.＋5.2

基準津波③’
T P ＋5 3

(日本海東縁部＋海底地すべりの組合せ)
T.P.＋5.3

基準津波③’’
(日本海東縁部＋海底地すべりの組合せ)

T.P.－6.0

基準津波④’
(日本海東縁部＋海底地すべりの組合せ)

T.P.－6.1

※津波水位は最大水位上昇量及び最大水位下降量に，それぞれ，朔望平均満潮位(T.P.＋0.26m)及び朔望平均干潮位
(T.P.－0.14m)を考慮している。
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評価点における波源の組合せ及び基準津波の時刻歴波形(追加検討ケース)

４－１ 基準津波の策定
評価点における波源の組合せ及び基準津波の時刻歴波形(追加検討ケース)

時刻歴波形(基準津波①’)

時刻歴波形(基準津波②’) 時刻歴波形(基準津波③’’)

時刻歴波形(基準津波③’) 時刻歴波形(基準津波④’)
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評価点における時刻歴波形(3号炉)(追加検討ケース)

４－１ 基準津波の策定
評価点における時刻歴波形(3号炉)(追加検討ケース)

時刻歴波形(基準津波①’) 時刻歴波形(基準津波③’) 時刻歴波形(基準津波④’)
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４－２ 超過確率の参照

評価方針

○日本原子力学会(2011)に基づき 確率 価点 津波 位 年超 確率

評価結果

○日本原子力学会(2011)に基づき、確率
論的津波ハザード評価を実施。

○評価点は、敷地前面及び３号炉取水口と
した

評価点 津波水位 年超過確率

敷地前面 T.P.+7.3m 4.43×10-5

○基準津波による年超過確率は いずれも

評価結果

した。

３号炉取水口

T.P.+5.2m 8.55×10-5

○基準津波による年超過確率は、いずれも
10-5程度である。

T.P.-6.1m 3.35×10-5
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４－２ 超過確率の参照

年
超
過
確

年
超
過
確

年
超
過
確

津波高さ 上昇側( )

率
確
率

津波高さ 上昇側( )

率

津波高さ 下降側( )津波高さ 上昇側(m)

平均ハザード曲線(敷地前面)

津波高さ 上昇側(m) 津波高さ 下降側(m)

平均ハザード曲線(3号炉取水口) 平均ハザード曲線(3号炉取水口)
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５．二次的な影響に対する評価

砂移動に関する検討

 初期条件（水位、流速、初期地形） 

砂移動に関する検討

○津波に伴う砂移動の影響について
は、藤井ほか(1998)及び高橋ほ
か(1999)による手法に基づき数

計算開始 T=0

流体の連続式 
流体の計算

か(1999)による手法に基づき数
値シミュレーションにより検討。

 

流体の運動方程式 

T=T+Δt 
砂移動の計算 

掃流砂量式 

掃流層・浮遊層間の交換砂量式

浮遊層の流砂連続式

掃流層の流砂連続式 

浮遊層の流砂連続式

水深の変更 

計算終了 

Yes

No

結果の出力 
津波による地形変化 
（堆積・侵食分布） 

砂移動の数値シミュレーションフロー
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［数値シミ レ シ ンの計算条件］

５．二次的な影響に対する評価
［数値シミュレーションの計算条件］

 藤井ほか（1998）の手法 高橋ほか（1999）の手法 

地盤高の 
0)( 







  SEQZ
0)(1 





 SEQZ

連続式 

0
)1(

)( 






 


xt 0)(

1





  xt

浮遊砂 

濃度連続式 
0)(













D
SE

x
UC

t
C  0)()(













σ

SE
x

MC
t
DC ss  

流砂量式 
小林ら(1996)の実験式 

35.1
*80 sgdQ   

高橋ほか（1999）の実験式 

35.1
*21 sgdQ   

巻き上げ量の 
















wDUk

QwE
1

)1()1( 2   

  sgdE 2
*012.0  

算定式 




 









z

z k
wDUk exp1  sgdE *012.0

沈降量の 

算定式 
bwCS    swCS  

Z ：水深変化量 (m) t ：時間 (s) x ：平面座標

摩擦速度の 

計算式 

log-wake 則 

 1)/(// 0*  zhnUu   

を積分した式より算出 

マニング則より算出 

312
* / DgnUu   

 
Z ：水深変化量 (m) t ：時間 (s) x ：平面座標

Q ：単位幅,単位時間当たりの掃流砂量 (m3/s/m) ε ：底面勾配の定数（=2.0）
τ*

：シールズ数 σ ：砂の密度(kg/m3) ρ ：海水の密度(kg/m3)
s ：=σ／ρ－1 g ：重力加速度(m/s2) d ：砂の粒径 (m)
U ：流速(m/s) D ：全水深(m) M ：U×D (m2/s)
λ ：空隙率 n ：マニングの粗度係数（s/m1/3）

支α ：局所的な外力のみに移動を支配される成分が全流砂量に占める比率（=0.1）
w ：土粒子の沈降速度(m/s) C ：浮遊砂濃度(kg/m3) Cs ：浮遊砂体積濃度(kg/m3)
Cb ：底面浮遊砂濃度(kg/m3) Csb ：底面浮遊砂堆積濃度 kz ：鉛直拡散係数 (m2/s)
κ ：カルマン定数(=0.4) h ：水深 (m) z0 ：粗度高さ (=ks/30)
ks ：相当粗度(=d)
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数値シミュレーション結果(３号炉)

５．二次的な影響に対する評価

藤井ほか(1998) 高橋ほか(1999)

数値シミュレーション結果(３号炉)

基基
準
津
波
①

基
準準
津
波
④
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５．二次的な影響に対する評価

○３号炉取水口付近における堆積は5cm程度である。

○取水口高さが約4m程度であり、砂移動により原子炉補機冷
却海水設備の取水に支障が生じることはない。

平　面　図

約
６５

ｍ

約
25m

循
環
水
ポンプ室

Ａ

NN

埋立護岸

約３５ｍ 約１１０ｍ

取水路取水口 循環水管（送水管）

約
４
０
ｍ

原子炉補機冷却海水ポンプ

約
1
0
m

原子炉補機冷却海水ポンプ

Ａ

Ａ－Ａ断面図
原子炉補機冷却海水ポンプ

循環水管（送水管）

T.P.+10.0m

約4m

最高水位　T.P.+5.2m

基準津波③による3号炉取水口

約３５ｍ 約１１０ｍ 約６５ｍ

T.P.-8.0m

取水口 取水路 循環水ポンプ室

0 20m
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